
カゴメのマネジメント

山
やま

口
ぐち

　聡
さとし

 （1960年12月29日生）
代表取締役社長

1983年　当社入社
2003年　当社業務用ビジネス・ユニット部長
2010年　当社執行役員
2010年　当社業務用事業本部長
2015年　当社イノベーション本部長
2018年　当社野菜事業本部長
2019年　当社取締役常務執行役員
2020年　当社代表取締役社長（現任）

橋
はし

本
もと

　隆
たかし

 （1958年10月30日生）
取締役専務執行役員

1983年　当社入社
2001年　当社静岡工場長
2003年　当社小坂井工場長
2005年　当社生産技術部長
2008年　当社生産調達企画部長
2012年　当社経営企画室長
2013年　当社執行役員経営企画室長
2017年　当社執行役員生産調達本部長
2019年　当社常務執行役員生産調達本部長
2020年　当社専務執行役員
2021年　当社取締役専務執行役員（現任）

橋
はし

本
もと

 孝
たか

之
ゆき

 （1954年7月9日生）
社外取締役

1978年　日本アイ・ビー・エム（株）入社
2000年　同社取締役ゼネラル・ビジネス事業部長
2003年　同社常務執行役員BP&システム製品事業担当
2007年　同社専務執行役員GTS（グローバル・テクノロジー・

サービス）事業担当
2008年　同社取締役専務執行役員営業担当
2009年　同社代表取締役社長
2012年　同社取締役会長
2014年　同社会長
2014年　当社社外取締役（現任）
2015年　日本アイ・ビー・エム（株）副会長
2015年　（株）IHI社外監査役
2016年　（株）三菱ケミカルホールディングス社外取締役（現任）
2016年　中部電力（株）社外取締役（現任）
2017年　日本アイ・ビー・エム（株）名誉相談役（現任）
2019年　（株）山城経営研究所代表取締役社長（現任）

荒
あら

金
かね

 久
く

美
み

 （1956年7月4日生）
社外取締役

1981年　（株）小林コーセー（現（株）コーセー）入社
1997年　東京大学 博士号（薬学）取得
2002年　（株）コーセー研究本部開発研究所主幹研究員
2004年　同社マーケティング本部　商品開発部長
2006年　同社執行役員マーケティング本部副本部長 兼 

商品開発部長
2010年　同社執行役員研究所長
2011年　同社執行役員品質保証部長
2011年　同社取締役（品質保証部・お客様相談室・

購買部・商品デザイン部担当）
2017年　同社常勤監査役
2019年　（株）クボタ社外監査役
2020年　当社社外取締役（現任）
2020年　戸田建設（株）社外取締役（現任）
2021年　（株）クボタ社外取締役（現任）

遠
えん

藤
どう

 達
たつ

也
や

 （1959年8月18日生）
社外取締役監査等委員

1985年　アーサーアンダーセン東京事務所入所
1990年　税理士登録
1998年　同事務所パートナー
2002年　朝日KPMG税理士法人（現KPMG税理士法人）

パートナー
2016年　同法人副代表
2020年　遠藤達也税理士事務所代表（現任）
2020年　当社社外取締役監査等委員（現任）

渡
わた

辺
なべ

 美
よし

衡
ひで

 （1958年3月4日生）
取締役専務執行役員

1982年　（株）日本債券信用銀行（現（株）あおぞら銀行）入社
1998年　（株）サーベラスジャパン入社
2003年　（株）産業再生機構入社
2007年　当社入社 特別顧問
2008年　当社執行役員
2008年　当社経営企画本部経営企画室長
2009年　当社経営企画本部長
2009年　当社取締役執行役員
2011年　当社取締役常務執行役員
2016年　当社取締役専務執行役員（現任）

小
こばやし

林 寛
ひろ

久
ひさ

 （1961年7月16日生）
取締役常務執行役員
営業本部長

1984年　当社入社
2005年　台湾可果美股份有限公司総経理
2006年　当社乳酸菌ビジネス・ユニット部長（マーケティング担当）
2009年　当社大阪支店家庭用営業部長
2014年　当社執行役員
2014年　当社コンシューマー事業本部長
2015年　当社常務執行役員
2015年　当社マーケティング本部長
2018年　当社営業本部長（現任）
2019年　当社取締役常務執行役員（現任）

佐
さ

藤
とう

 秀
ひで

美
み

 （1959年2月17日生）
社外取締役

1981年　三菱電機（株）入社
1996年　お茶の水女子大学大学院博士課程修了、

博士号（学術）取得
1997年　福島大学、放送大学、日本獣医畜産大学

（現日本獣医生命科学大学）非常勤講師
1999年　目白大学短期大学部 非常勤講師
2015年　日本獣医生命科学大学 客員教授（現任）
2017年　当社社外取締役（現任）

児
こ

玉
だま

 弘
ひろ

仁
ひと

 （1959年3月22日生）
取締役常勤監査等委員

1981年　当社入社
2003年　当社経営企画室長
2006年　当社執行役員
2008年　当社取締役執行役員
2008年　当社総合研究所長
2011年　当社取締役常務執行役員
2013年　当社アジア事業カンパニーCEO
2015年　当社シェアードサービス準備室長
2016年　当社業務改革担当 兼 

カゴメアクシス（株）代表取締役社長
2018年　ダイナパック（株）社外監査役
2018年　当社取締役常勤監査等委員（現任）

山
やま

神
がみ

 麻
あさ

子
こ

 （1970年1月1日生）
社外取締役監査等委員

1999年　弁護士登録、太陽法律事務所
（現ポールヘイスティングス法律事務所）入所

2005年　ウォルト・ディズニー・ジャパン（株）出向
2006年　日本アイ・ビー・エム（株）入社
2012年　日本弁護士連合会国際室嘱託弁護士
2012年　名取法律事務所入所（パートナー）（現任）
2015年　武蔵精密工業（株）社外取締役監査等委員
2016年　日本弁護士連合会国際室長
2020年　当社社外取締役監査等委員（現任）
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役員一覧

独立

独立 独立

独立

独立
報酬・指名諮問委員

報酬・指名諮問委員

報酬・指名諮問委員

報酬・指名諮問委員

監査等委員

監査等委員 監査等委員
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社外取締役からの提言
　持続的な企業価値向上の実現に向けて、今カゴメは何をするべきか。
社外取締役5名に「ポストコロナを見据えた、カゴメの展望と課題」「社外取締役としての役割」

「サステナビリティへの取り組み」の観点から提言を頂きました。

ポストコロナを見据えた、カゴメの展望と課題

社外取締役としての役割

サステナビリティへの取り組み

社外取締役

橋本 孝之

社外取締役（監査等委員）

遠藤 達也

社外取締役（監査等委員）

山神 麻子

社外取締役

荒金 久美

社外取締役

佐藤 秀美

　「食を通じて社会課題の解決に取り組み、持続的に成長できる強い企業になる」
　この目標はポストコロナの時代に向けて益々重要になってきていると考えます。社会課題
の解決への取り組みでは、全ての社員が仕事を通して「自分ごと」として考え実践できている
かが問われます。持続的な成長においては、VUCAの時代と言われて久しいですが、新型コ
ロナウイルス感染症の拡大下ではその振れ幅が増大し、時間軸も大きく変化しました。行動
変容、働き方改革などによる商品や販売チャネルの変化と多様化、さらに環境問題、経済安
全保障への対応など多くの課題があります。これらに立ち向かい企業価値を向上させていく
ためには、今までとは次元の違う対応力が求められます。若手、女性、中途採用、外国人な
ど多様な感性を取り入れ、真のダイバーシティの実現が不可欠です。また、DXは主要な道具
です。中期的には縮小していく国内市場から海外比率を上げることは避けられません。海外
のコンシューマ市場では免疫力を含む健康への関心が高まり、個人所得の増大など市場も大
きく変化しています。ありたい姿の実現のために過去の延長ではなく、やりたいことをやり
抜く強い意志と実行力を期待したいと思います。

　2020年度は全世界的な新型コロナウイルスの感染拡大によりカゴメを取り巻く環境が変化
したため、社外取締役として、経営執行陣がその変化に対応する適切な施策を迅速に打ち出
し、実行しているかの監督・助言に注力しました。また、近年の経営課題である、農事業、
海外事業の構造改革の進捗に対し、社外取締役５名それぞれの専門分野やバックグランドの
多様性を活かし、監督・助言を行いました。さらに、取締役会において中長期的な成長戦略
に関する議論を活発化させるための具体的な提案を経営執行陣に対して行い、21年度の取締
役会の予定議題に盛り込まれました。21年度は22～25年度までの期間の第三次中期経営計画
を策定する年であり、社外取締役として専門分野の知見を活かし、株主目線に立って、特に、
成長戦略の議論に積極的に参画したいと思います。

　カゴメでは、健康寿命の延伸をはじめとした社会課題の解決をマテリアリティとして位置
づけ、食と農にかかわる事業活動を通じ、バリューチェーン全体で企業理念に根差したサス
テナビリティへの取り組みを展開していることを高く評価しています。
　今後、取り組みを進化させるためには、目標達成に向けた具体的な指標を全ての分野に設
定し、進捗を管理していくことが必要です。さらに、経営戦略にサステナビリティ目標を組
込み、その達成度を評価に反映させることも検討課題と考えています。
　また、大きく変化する社会の中で持続的に成長し勝ち残っていくためには、SDGsが示す
種々の社会課題からリスクとチャンスを見極め、新しい価値創造につなげることが求められ
ます。これに全社的に取り組んでいくために、サステナビリティへの意識を従業員一人ひと
りに浸透させることが重要です。
　さらに、価値創造に向けて新たな観点から事業を捉え直すためには、多様な人材の活躍が
鍵となります。これを支える採用・評価・働き方の人事制度が整い、いよいよ価値創造につ
なげる段階に入った今、多様性の価値を真に発揮するためのオープンでポジティブな風土を
意識的に醸成していくことが重要であり、そのために社外取締役として貢献していきたいと
考えています。

　コロナ禍は私たちの生活環境を大きく変えてしまいました。これまでの概念が全く通用しな
くなるという考え方も、ずっと先に描いてた将来像へスピード感を持って対応することを求め
られるという考え方も、どちらもあらゆる局面で身を持って感じています。その中で、健康や
食に対する意識や関心はますます高まるものの、社会や生活者が期待する価値や求める接点が
大きく変化することは間違いありません。消費者の購買行動にも大きな変化が出ています。
　カゴメは「トマトの会社から野菜の会社に」なることを掲げ、より広い解決手段で健康や食
に貢献することを目指しています。しかし、そのためにはこれまでの自分たちの主戦場に留
まらず、より広く大きな市場で戦っていくという覚悟が必要です。そこにはトマトにも野菜
にも直接関係がなかった強力なライバルが既に多数存在しており、カゴメならではの提案を
迅速に展開できなければ成長はもちろん、生き残りも難しいという危機感を共有すべきで
しょう。「よい商品を作る会社」から「健康、食において、真に価値あるソリューションを提供
できる、社会から必要とされる会社」への変貌が期待されていると思います。

　ポストコロナの時代に入っても、コロナ禍で急速に広まった仕事や学校のオンライン化の
流れは続き、自宅での食事や自分で料理を作る機会が多くなることが予想されます。また、
新たな感染症への不安から、免疫力を高める健康的な食事を摂ることへの意識は益々高まる
とみられます。
　健康の維持・増進に役立つ野菜摂取の重要性は以前から認識されており、コロナ禍の中で
は野菜摂取を心掛けて食事をとる人や料理を作る人が増えています。自宅での食事や料理の
機会が増えると、手間や時間をかけずにおいしく健康的に食べたいと思うようになります。
現在、カゴメは家庭用に野菜飲料やトマト加工品などの野菜商品を提供する一方で、業務用
には手間がかからずおいしく食べられる冷凍野菜、たとえば、グリルしたカラフルピーマン
やたまねぎ、ピューレー状のカボチャやほうれん草などを提供しています。さらに、中食や
外食向けには業務用野菜商品を使った開発レシピも提供しています。
　2025年までに「トマトの会社から野菜の会社に」を目指すカゴメは、既存のリソースを活用
し、人々の多様化する生活様式にすんなり入り込む野菜商品を展開することが重要だと考え
ます。

50 51KAGOME INTEGRATED REPORT 2021 KAGOME INTEGRATED REPORT 2021

事業基盤の強化と 
成長戦略

価値創造基盤の強化と
注力施策

カゴメの価値創造と
成長戦略

トップコミットメントAt a Glance 財務パフォーマンス／
企業情報カゴメの 

マネジメントカゴメのマネジメント



17年
12月期

18年
12月期

16年
12月期

15年
12月期

14年
12月期

14年
3月期

13年
3月期

12年
3月期

11年
3月期

10年
3月期

09年
3月期

08年
3月期

07年
3月期

06年
3月期

05年
3月期

04年
3月期

03年
3月期

02年
3月期

01年
3月期

00年
3月期

20年
12月期

19年
12月期

0

5

10

15

20

25（万人）
株主数

「自律」の強化

「他律」による補完

経営の意思決定機能の強化／経営責任の明確化などの取り組み

経営の監督機能の強化／経営の透明性向上などの取り組み

2000年
・企業理念の制定

 2013年
・株式報酬型ストック
オプションの導入2003年

・執行役員制度導入
・取締役の任期を1年に短縮
・経営会議の設置

2011年
・有価証券報告書の
株主総会開催前開示

 2014年
・社外取締役3名就任
・報酬委員会の設置

1998年
・株主総会の集中日開催回避

2010年
・代表取締役の報酬開示

2016年
・監査等委員会設置会社への移行
・報酬・指名諮問委員会への改組

2017年
・相談役・顧問制度廃止

2000年
・ファン株主10万人構想

2020年
・中長期業績連動報酬
制度の導入

2018年
・行動規範の改定

　当社は、企業理念「感謝」「自然」「開かれた企業」に則り、
持続的な成長と中長期的な企業価値向上の実現を目指し
ており、そのためにコーポレート・ガバナンスを重要な
経営課題であると認識しています。
　当社では、コーポレート・ガバナンスの基本を「『自律』
のさらなる強化と『他律』による補完である」と考えており
ます。これは、自らの意思で時代に適応するコーポレー

　当社は、監督と執行の機能分離をすすめ経営のスピー
ドアップと経営責任の明確化に努めております。取締役
会においてはその主たる役割を経営戦略、経営方針の決
定とその執行モニタリングと定め、その構成において、
当社が独自に定める「社外取締役の独立性基準」を満たす
社外取締役を3分の1以上選任することでアドバイス機能
の充実と監督機能の強化を図り、その実効性を高めてい
ます。
　監査等委員会においては、常勤監査等委員を1名以上置
くことを方針とし、内部統制システムを利用して取締役
の業務執行の適法性、妥当性を監査しています。
　取締役の指名や報酬については、独立社外取締役が半

コーポレート・ガバナンス

ト・ガバナンスを構築することを原則としながら「カゴメ
ファン株主づくり」の推進や社外取締役の機能の活用など
により外部の多様な視点を取り入れていくことで、客観
性や透明性を担保していくというものです。
　当社は、カゴメならではの個性や独自性を活かしつつ、ス
テークホルダーとの対話を図る中で、高度なアカウンタビリ
ティを実現し、真の「開かれた企業」を目指してまいります。

数以上を占める報酬・指名諮問委員会において、審議し
た内容を取締役会に諮り決定することで、客観性、公正
性を高めています。
　業務執行については、執行役員制度のもと一定基準に
より執行の責任と権限を各部門に委任し、取締役会決
議・報告事項の伝達、周知及び執行役員間の連絡、調整
を図ることを目的に執行役員会を設置しています。また、
社長のリーダーシップのもと、機動的かつ相互に連携し
て業務執行ができるよう経営会議を設置しています。経
営会議において審議を行うことで適切なリスクテイクを
可能とし、責任を明確にした上でスピーディな意思決定
を行っています。

■ コーポレート・ガバナンスの歩みと株主数の推移
当社のコーポレート・ガバナンスの歩みは、創業者の思いを源流とする企業理念の1つ「開かれた企業」の実現に向けた取り
組みであり、過去における株式公開や資本と経営の分離などから現在に至るまで、たゆみなく進化を続けております。

コーポレート・ガバナンスの基本方針

コーポレート・ガバナンス体制
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社内取締役　　 社外取締役（独立）　　執行役員

報酬・指名
諮問委員会

社外（独立）
5
10

社外（独立）
3
5

16名 20名人材開発
委員会

■ コーポレート・ガバナンス体制図

■ 2020年度における取締役会、監査等委員会、任意の委員会の開催・出席状況
取締役会 監査等委員会 報酬・指名諮問委員会 総合リスク対策会議

寺 田 直 行 100%（14／14） 100%（6／6） 100%（6／6）
山 口 聡 100%（14／14） 100%（6／6） 100%（6／6）
渡 辺 美 衡 100%（14／14） 100%（6／6）
三 輪 克 行 100%（14／14） 100%（6／6）
小 林 寛 久 100%（14／14）
近 藤 誠 一 100%（4／4） 100%（3／3）
橋 本 孝 之 100%（14／14） 100%（6／6）
佐 藤 秀 美 100%（14／14） 100%（3／3）
荒 金 久 美 100%（10／10）
児 玉 弘 仁 100%（14／14） 100%（14／14） 100%（6／6）
村 田 守 弘 100%（4／4） 100%（4／4） 100%（3／3） 100%（1／1）
森 浩 史 100%（4／4） 100%（4／4）
遠 藤 達 也 100%（10／10） 100%（10／10） 100%（3／3） 80%（4／5）
山 神 麻 子 100%（10／10） 100%（10／10） 80%（4／5）

　当社は、取締役会のアドバイス機能とモニタリング機能を
最大限発揮することで中長期的な企業価値向上を実現させる
ために、取締役会の構成においては、知識・能力・経験と
いった面で多様性とバランスを確保しつつ、質の高い審議を
行える適正な規模を考えます。また、経営環境に応じて社内
社外の構成、独立性、具体的な経験や専門分野、性別、国籍
などを考慮し、報酬・指名諮問委員会での審議を経て、取締
役会において選任候補を選出します。取締役会の構成につい
ては、3分の1以上の独立社外取締役を選任します。

　現在、取締役会は取締役（監査等委員である取締役を除
く）7名、監査等委員である取締役3名の10名で構成されて
おり、そのうち5名が独立社外取締役です。社外取締役は
多様な経歴を有し、また、当社の中長期ビジョンに掲げ
るダイバーシティ経営、経営のグローバル化、食による
健康寿命の延伸のために豊富な経験と知見を有しており
ます。長期ビジョンとして、2040年頃には役員を含め女
性比率を50％にすることを掲げており、取締役会につい
ても早期達成を目指します。

当社の取締役の選任方針
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■ 取締役の報酬

■ 役位別報酬比率

■ 役員ごとの報酬などの総額

■ 役位別固定報酬額（取締役監査等委員及び社外取締役除く）

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（人）基本報酬 株式報酬 賞与

取締役（監査等委員除く）※ 351 171 38 140 5
取締役（監査等委員）※ 30 30 － － 1
社外取締役 53 53 － － 8

役位 固定報酬
業績連動報酬 評価配分

短期現金賞与 株式報酬 合計 全社業績 個人業績

取締役会長 50% 33% 17% 50% 100% 0%
代表取締役社長 50% 33% 17% 50% 100% 0%
取締役専務執行役員 60% 28% 12% 40% 80% 20%
取締役常務執行役員 65% 25% 10% 35% 80% 20%
取締役監査等委員 100% 0% 0% 0% － －
社外取締役 100% 0% 0% 0% － －

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
基本報酬 株式報酬 賞与

取締役会長　　　寺田直行 102 36 18 46
代表取締役社長　山口　聡 79 43 3 33

役位 固定報酬（百万円）

取締役会長 36
代表取締役社長 43
取締役専務執行役員（職務等級に応じて設定） 30～32
取締役常務執行役員（職務等級に応じて設定） 24～26

※社外取締役を除きます。当社は2016年3月25日付で監査等委員会設置会社に移行しております

※報酬などの総額が1億円以上である者または代表取締役社長に限定して記載しております

① 現在または過去においてカゴメグループの取締役・監査役
（社外役員除く）､ 執行役員､ 使用人でないこと

② 現在および過去5事業年度においてカゴメグループの主要株
主（議決権所有割合10%以上の株主を言う）でないこと。ま
たはカゴメグループが主要株主の取締役、監査役、執行役、
執行役員または使用人でないこと

③ カゴメグループの主要取引先（過去3事業年度のいずれかの
年度においてカゴメグループの連結売上収益の2%以上を占
めるものを言う）の取締役・監査役（社外役員除く）､ 執行
役､ 執行役員または使用人でないこと

④ カゴメグループを主要取引先とする者（過去3事業年度のい
ずれかの年度において取引先のカゴメグループに対する売
上収益が取引先の連結売上収益の2%以上を占めるものを言
う）の取締役・監査役（社外役員除く）､ 執行役、執行役員ま
たは使用人でないこと

⑤ カゴメグループから多額の寄付（＊）を受けている法人･団体

の役員または使用人でないこと　  
　＊ 過去3事業年度の平均で年間1,000万円以上､ または寄付先の売

上収益もしくは総収入の2%以上
⑥ カゴメグループとの間で取締役・監査役又は執行役員を相

互に派遣する法人の取締役・監査役（社外役員除く）､ 執行
役、執行役員又は使用人でないこと 

⑦ 過去5年間のいずれにおいてもカゴメグループの会計監査人
の代表社員､ 社員パートナーまたは従業員であったことが
ないこと

⑧ カゴメグループから役員報酬以外に多額の報酬（＊）を得て
いる弁護士､ 公認会計士､ 税理士、コンサルタントなどで
ないこと

　＊ 過去3事業年度の平均で個人の場合1,000万円以上､ 法人の場合
連結売上収益の2%以上

⑨ 上記①～⑧の配偶者、2親等内の親族､ 同居の親族でないこと
⑩ 社外取締役としての通算の在任期間が8年以内であること

注）カゴメグループとは、カゴメ株式会社及びカゴメ株式会社の子会社とする

　当社において社外取締役について「独立性を有している」と言う場合には、以下の独立性判断基準を満たしていることを
言うものとします。

当社の独立社外取締役の独立性判断基準

　当社の役員報酬制度は、●中期経営計画の実現に向け
て、グローバル企業としてふさわしい報酬制度であること
●役員一人ひとりの職務を通じて、会社に提供される成果
や役割期待の全うを重要なものと認識し、これを正当に評
価することを基本方針として設計、運用しております。よ
り具体的には、基本報酬及び業績に連動した業績連動報酬
によって構成されており、役位別にその構成割合を定めて
います。
　基本報酬は、その役位及び職務等級ごとの役割の大きさ
に応じて決定する固定報酬としています。業績連動報酬は、
現金賞与及び株式報酬から成り、全社業績としての連結利
益指標と役員個人の貢献度をもとにして決定しています。
株式報酬については、中期的かつ複数年度の経営に対する

インセンティブとして、割当時のみならず一定期間経過後
の連結利益指標を設け、達成度に応じて取得 条件を確定
する仕組みとしています。なお、監査等委員である取締役
及び社外取締役の報酬については、基本報酬のみとしてい
ます。詳細については、第77期有価証券報告書に記載して
おります。

（https://www.kagome.co.jp/library/company/ir/json/

statutory/upload_file/m001-m001_02/S100KWXO.pdf）
　当社は、2014年度に役員報酬などの決定の透明性、客観
性を高めるために、取締役会の諮問機関として社外取締役
が半数以上を占める報酬委員会を設置、2016年度より役員
の指名に関する諮問機関としての機能を追加し、報酬・指
名諮問委員会としました。

役員報酬

■ 取締役の専門・得意分野

氏名 当社における地位 属性
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山 口 　 聡 代表取締役社長 〇 〇 〇
渡 辺 　 美 衡 取締役専務執行役員 〇 〇 〇
橋 本 　 隆 取締役専務執行役員 〇 〇 〇
小 林 　 寛 久 取締役常務執行役員 〇 〇 〇
橋 本 　 孝 之 社外取締役 社外  独立 〇 〇 〇
佐 藤 　 秀 美 社外取締役 社外  独立 〇 〇 〇
荒 金 　 久 美 社外取締役 社外  独立 〇 〇 〇
児 玉 　 弘 仁 取締役（監査等委員） 〇 〇 〇
遠 藤 　 達 也 社外取締役（監査等委員） 社外  独立 〇 〇
山 神 　 麻 子 社外取締役（監査等委員） 社外  独立 〇 〇

開催年度 主な審議内容

2020 第1回 1. 2019年度役員賞与について（審議事項）
2. 新株式報酬の導入について（審議事項）

3. 役員人事について（審議事項）
4. 2017年度分ストックオプションの確定について（報告事項）

第2回 1. 特任役員の選出検討案について（審議事項）

第3回 1. 2020年4月以降の委員会体制について（審議事項）
2. 2020年度役員報酬について（審議事項）
3. 取締役・執行役員の定年に関する取扱い内規について（審議事項）

4. 委員手当の適用について（審議事項）
5. 海外CEO評価及び報酬について（審議事項）
6. 補欠の社外取締役（監査等委員）報酬について（審議事項）

第4回 1. 2020年10月の役員人事について（審議事項） 2.  2020年10月のカゴメアグリフレッシュ（株）代表取締役社長について（審
議事項）

第5回 1. 報酬サーベイ結果について（報告事項）
2. 役員業績賞与指標の検討について（審議事項）

3. 2021年度取締役候補について（審議事項）

第6回 1. 2021年度執行役員候補について（審議事項）
2. 役員業績賞与指標について（審議事項）

3. 2021年度報酬・指名諮問委員会スケジュールについて（審議事項）

2021 第1回 1. 2020年度役員賞与について（審議事項）
2. 役員人事について（審議事項）

3. サクセッションプランの進捗について（報告事項）
4. 2018年度分ストックオプションの確定について（報告事項）

第2回 1. 2021年4月以降の委員会体制について（審議事項）
2. 2021年度役員報酬について（審議事項）

3. 海外CEO報酬について（審議事項）

■ 報酬・指名諮問委員会　年4～6回開催
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１．評価の実施方法
　取締役に対するアンケート（全６区分・31項目）の実施
　　アンケートの区分は以下の通りです。
　　①取締役会の設計
　　②取締役会の運営
　　③取締役会の議案
　　④取締役会の議論の質
　　⑤コーポレート・ガバナンス体制
　　⑥総合評価
各委員会に対するアンケートの実施
取締役会議長及び社外取締役のディスカッション
上記を踏まえた取締役会における審議

２．評価結果の概要
　当社取締役会は、上記を踏まえて議論した結果、取締役会は、①~⑥の全ての区分にお
いて、概ね適切であり、その実効性は十分確保されていると評価しました。

　今回の実効性評価において、更なる改善の必要性を認識した課題は、「重要なテーマの
網羅的な審議」「業務執行状況の報告（計画性があり、優先順位をつけた議案設定）」「会社
や事業全般についての情報提供」です。本評価では、当社取締役会において「審議すべき
テーマ」について、各取締役の意見を聴取しており、それらの意見をもとに、取締役会議
長と社外取締役の間で意見交換会を行ったうえで、次年度審議すべきテーマや業務執行
状況の報告すべきことは何かを取締役会で議論し、審議時期のスケジュール化に努めま
す。また、会社や事業全般についての情報提供については、任期や役割の差異による社外
取締役間の情報格差を埋めるために取締役会以外で社外取締役が会する場を設定し、そ
の場において社内からの情報提供や社外取締役間の情報交換などを実施することで改
善を図ります。
　また、報酬・指名諮問委員会に関しては、中長期的なサクセッションプランの整備につ
いての意見が、監査等委員会に関しては、守りの機能にとどまらずより能動的・積極的な
権限行使をはかるべきとの意見がありました。当社取締役会は、これらについても課題
として認識し、取り組みを進めます。
　当社は、今回の取締役会実効性評価の結果を踏まえ、更なる取締役会の実効性向上を
図っていきます。

　当社は、2016年度以降、毎年1回取締役会の実効性評価を実施しており、20年度は10月に取締役を対象に取締役会の実効性
に関する評価を実施しました。その結果の概要は以下の通りです。

　なお、21年度は第三者による取締役会の実効性評価を予定しています。

取締役会の実効性評価結果

　短期業績連動報酬である単年度の現金賞与は、下記の算式により算出しております。

　当社は、株主価値との連動性が高く、かつ透明性の高
い中長期にかかる業績連動報酬として、2020年度よりBIP

信託を導入いたしました。BIP信託においては、単年度の
業績評価に基づいて決定された株式報酬現金相当額に、
信託取得時の平均株式取得単価を適用し、ポイントの割
当を行います。その後、事業年度2年経過した時点での全
社業績指標（連結売上収益事業利益率）の達成度に応じて、
ポイントを確定し、1ポイント＝1株として換算の上、株
式交付及び金銭給付を行う仕組みとなっております。役
員に対して当社株式が直接付与されることから、株主へ
の価値創出に対する役員の意欲を喚起するとともに、わ
かりやすく透明性のある運用を見込んでおります。
　株式報酬の現金相当額は、下記の算式により算出して
おります。

　現金賞与＝単年度業績連動報酬総額×業績連動報酬総額における現金賞与割合

　株式報酬現金相当額＝
　単年度業績連動報酬総額×
　業績連動報酬総額における株式報酬割合

■ 短期業績連動報酬：現金賞与

■ 中長期業績連動報酬：株式報酬

全社・個人業績評価

ポイント付与

株式報酬現金相当額 ÷ 信託取得時平均株式取得単価
↑

☆
確定ポイント

（株式及び現金化）

★

事業年度2年後の
業績条件

2020年度 2021年度 2022年度

詳しくは、コーポレート・ガバナンス報告書をご覧ください。（カゴメホームページ：https://www.kagome.co.jp/company/ir/stock/governance）

■ コーポレートガバナンス・コードへの対応状況

領域 名称 主なポイント
会計 カゴメグループ財務報告基準（K-FRS） ● IFRSに準拠

税務 カゴメグループ税務方針 ● 各国各地における法令順守
● 脱税及び過度な租税回避行為の禁止

財務
カゴメ財務管理の基本方針 ● リスク資産の削減、資金・資産効率の最大化

● リスクマネジメントと投機的金融取引の禁止

カゴメ（子会社）財務管理の基本方針 ● 同上
● 原則、デリバティブなどの金融商品は持たない

　当社グループの財務経理ガバナンスの強化を目的に、
2019年にグループ共通の会計・税務・財務管理の方針を
定めました。

● 取締役会付議基準の見直し（経営会議への移管）
● 取締役会議案の年間スケジュール化
● 取締役会議案の社外取締役への事前説明
● 次期中期経営計画検討合宿の実施
● 取締役に向けて監査等委員会の審議内容の共有実施

　これらの方針の浸透のため、主要なグループ会社には
本社より財務経理人員の直接派遣を行っています。

● 社外取締役に向けて経営会議の審議内容の共有会実施
● 社外取締役による事業所及び海外子会社視察（リモート含む）
● 取締役会専用サイトでの審議資料の事前開示
● 遠隔会議や書面決議の活用

グループガバナンスの強化

取締役会活性化のための取り組み

　●基準賞与額＝各役位・等級の基準総報酬×業績連動報酬割合（合計）
　●業績連動報酬総額＝基準賞与額×（会社業績支給係数①※1（連結売上収益事業利益率）×役位別ウェイト＋　
　　会社業績支給係数②※1（対予算当期純利益額）×役位別ウェイト＋個人業績支給係数※2×役位別ウェイト）

※1 「会社業績支給係数」とは、会社業績指標の達成率を評価する「会社業績評価」の結果です。
当社は、会社業績指標として①「連結売上収益事業利益率」②「対予算当期純利益額」2つの
指標を設定しております。

　   ①連結売上収益事業利益率  
当社では、2019年度の国際財務報告基準（IFRS）の任意適用に伴い、会社業績評価に関わ
る重要な連結経営指標として「連結売上収益事業利益率」を会社業績指標の1つとして設定
しております。2020年度の連結売上収益事業利益率の実績は7.4%となりました。これに
より、連結売上収益事業利益率の係数は、右表に基づいてあらかじめ設定しておりまし
た1.71となりました。

　   ②対予算当期純利益額  
当社では、株主への価値を創出し続け、より高い貢献を実現できるよう、最終利益であ
る「親会社の所有者に帰属する当期純利益」を2つ目の経営指標として設定いたしました。
具体的には、期初予算に対しての実績額の達成比率を係数としております。2020年度の
予算額に対する実績額の達成比率は0.85となりました。

※2 「個人業績支給係数」とは、各役員の個人業績指標に対する成果・貢献を評価する「個人業
績評価」の結果です。個人業績指標は、全社課題、部門課題に対する貢献度を測る指標で
あり、具体的にはKPI（Key Performance Indicator）として、役員別に設定しております。 なお、2021年度以降は、継続的成長に力点を置く当社としての方向性をより明確にする

ため成長性の目安となる連結売上収益額を加え、連結売上収益事業利益額、親会社の所有
者に帰属する当期利益額とともに、より複合的に会社業績をとらえられるような指標設定
といたします。

連結売上収益事業利益率

全
社
業
績
係
数

0
3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5 6.0 6.5 7.0 7.5 8.0 8.5（%）

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

基準値 5.8％
（1.00）
基準値 5.8％

（1.00）

実績値 7.4％
（1.71）

実績値 7.4％
（1.71）

　各役員の業績連動報酬は、下記の算式により算出しております。

業績連動報酬の算定方法
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　保有の意義が希薄と考えられる政策保有株式について
は、できる限り速やかに処分・縮減していく基本方針で
す。毎年、政策保有の意義、経済合理性などを検証し、
保有継続の可否、保有株式数を見直します。経済合理性
の検証は、直近事業年度末における各政策保有株式の金
額を基準とし、同事業年度において当社利益に寄与した
金額の割合を算出し、その割合が当社の単体5年平均ROA

の概ね2倍を下回る場合、また、簿価から30％以上時価下
落した銘柄及び年間取引高が1億円未満である銘柄につい
ても、売却検討対象とします。これらの基準のいずれか
に抵触した銘柄については、毎年、取締役会で売却の是
否に関する審議を行います。審議の結果、2020年度に一
部保有株式を売却しました。

政策保有株式



行動規範の改定
　当社は、昨今の世界における様々な社会問題の深刻化や、
日本国内における超高齢社会化、自然災害の頻発などを踏ま
え、企業が存続するための持続可能な社会の実現を前提と
し、かつ「共助」の精神や仕組みが求められる環境を踏まえ、
行動規範の改定を図りました。
　行動規範は、「共助」、「人権の尊重」、「フェアネス」の3つの
柱からなるもので、当社グループの2025年のありたい姿「食
を通じて社会課題の解決に取り組み、持続的に成長できる強
い企業になる」の実現を目指して、社会的企業としてのあり
方を示すカゴメグループ従業員の日頃の行動の軸となるもの
と位置付けています。この周知徹底を図り､ 法令や国際ルー
ル及びその精神を遵守しつつ､ 高い倫理観を持って社会的責
任を果たしていきます。

コンプライアンス推進体制
　カゴメグループでは、代表取締役社長を議長とする総合リス
ク対策会議の下に、コンプライアンスを管掌する役員を委員長
とする「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス
の推進やモニタリング状況の確認などを行っています。検討結
果については、総合リスク対策会議などを通じて経営会議メン
バーへ報告がなされています。委員会事務局である法務部門が
中心となり、日々コンプライアンスを推進しています。国内カ
ゴメグループでは職場での違法行為（ハラスメントや贈収賄な
どの腐敗を含む）や、そのおそれがある行為などについての相
談や通報のための制度「カゴメ コンプライアンスホットライン」
の社内窓口をコンプライアンス委員会事務局に、社外窓口を外
部法律事務所内に設置しています。窓口から連絡が取れること
を前提に匿名での通報も可能とするなど、従業員の利用のしや
すさにも配慮しています。
　寄せられた通報については、通報者が不利益を被ることのな
いようプライバシーの保護を図るとともに、速やかな調査と適
切な措置・対策を講じています。また、措置・対策を講じた事
案については、通報者や関与者が特定できないようにした上で
社内で共有化し、類似事案の再発防止を図っています。2020年

リスクへの対応方針
　「野菜の会社」として自然の恵みを最大限に活かし、お客様の
健康長寿の延伸への貢献を目指すカゴメでは、食の安全を中核
として様々なリスクに対する低減活動の取り組みを進めていま
す。ESGを念頭に経営の意思決定効率を高めるための全社的な
リスクマネジメント（ERM： Enterprise Risk Management）に
沿って、継続的にリスクマネジメントに取り組んでいます。

全社的なリスクマネジメント体制
　当社では、各部門がそれぞれの課題を遂行するうえで、コン
プライアンスリスクや業務リスクへの対応を進めています。ま
た全社的なリスクマネジメントについても、リスク管理体制の
充実を図るべく、食品企業として重要視する5つの専門委員会
を設置しています。さらにリスク管理の統括機関として、代表
取締役を議長とする「総合リスク対策会議」を設置しています。
本会議は、取締役専務執行役員、取締役常勤監査等委員、常務
執行役員最高人事責任者が参画しているほか、社外からの客観
的評価を頂くため社外取締役である監査等委員もメンバーに加
わっています。カゴメグループ全体のリスク対応状況を詳しく
把握し、リスク対応方針や重要リスク対応課題についてより迅
速な意思決定を図れるよう改善に努めています。会議は定期的
に開催し、日々発生する社会事象とカゴメグループへの影響や
対応状況について、各委員会及び主管部署から報告や提案を受
け、必要な対応が検討・指示されています。併せて内部統制の
有効性を高めるために、指示内容は内部監査部門によるモニタ
リングにも活かされ、取締役会、監査等委員会にもその内容が
報告されています。

■ コンプライアンス委員会
　カゴメグループ内におけるコンプライアンス推進機関であ
り、委員会事務局にはコンプライアンスホットラインの窓口
を設け、従業員などからの通報を受け付けることにより、社
会規範や倫理に反する行為の未然防止、早期発見に努めてい
ます。また、新たな公的規制などについても必要に応じ対応
策を検討しています。

■ 情報セキュリティ委員会
　カゴメグループ全社において保有する、個人情報をはじめ
とする重要情報の保護に関する基本方針及び適正な管理体
制・運用についてのルールの設定と運用状況の監査を行い、
適法性の確保及び情報遺漏などの事故防止を図るために当委
員会を設置しています。情報セキュリティ委員会では、外部
からの不正アクセスに対するモニタリングも行い、情報シス
テム運用の強化策も検討しています。

■ 品質保証委員会
　自然の恵みを活かし、皆様の健康長寿に貢献する商品を安

度は17件の相談・通報があり、解決にあたりました。
　海外グループ企業でのコンプライアンスについては、重要
な課題として認識し、14年海外内部通報制度を導入して、米
国、オーストラリアへと順次適用対象を拡大しています。
　今後もこれらの制度を適切に運用していくことで、違法行
為の未然防止、早期発見に努めます。
　コンプライアンス違反事案が発生した場合には、正確な事
実関係の把握と真因の究明に努めたうえで、事実を真摯に受
け止め、再発防止策の徹底、違反した従業員の適正な処分な
どを行い、厳正に対処します。
　なお、20年度に贈収賄、汚職などにより法的措置を受けた
事例はありません。

コンプライアンス徹底のための取り組み
　カゴメグループでは「カゴメグループ コンプライアンス実施
規則」を制定し、前述した「コンプライアンス委員会」の下、事務
局である法務部門が中心となってカゴメグループのコンプライ
アンスの徹底を図っています。活動としては、コンプライアン
スに関連する案件の事前チェック、贈収賄防止や人権への配慮
を含むコンプライアンス関連情報の発信のほか、新入社員研修
や新任管理職を対象とした集合研修やeラーニングを通じた啓
発、ケーススタディ、グループディスカッションを取り入れた
コンプライアンス社内講座などを継続的に実施しています。
　近年においては、SDGsなど、世界的潮流として要請が高
まっている腐敗防止に関する取り組みとして、海外子会社の
腐敗リスクの評価を行い、行動規範の実践として「カゴメグ
ループ贈収賄防止方針」を制定しました。また、スマートアグ
リなど、事業領域の拡大に対応して、国際的な平和や安全維
持という安全保障の観点における適正な輸出入管理を実現す
べく、安全保障貿易管理体制の見直しを行うなどしておりま
す。定期的に遵守・運用状況の監査を行い、その結果を取締
役会に報告することで腐敗防止に努めます。

税務コンプライアンス
　カゴメグループは、事業を行う全ての国や地域において税法を
遵守し、税務当局と良好な関係を保ち、適正に納税することで社
会に貢献していきます。毎年度行われる税制改正や租税条約及び
OECDガイドラインなどの国際税務におけるルールの変化に対し
ても、適時適切な対応をしています。社内に向けては定期的に税
務コンプライアンスに関するeラーニングなどを実施し、従業員
の税法遵守に向けて啓蒙を行っています。また、移転価格税制に
つきましては移転価格管理規定を定めており、グループに所属す
る会社同士の国際取引に関し、独立企業間価格の原則に基づき、
取引当事者各々の機能、資産及びリスクを分析し、その貢献に応
じ適切に利益配分・移転価格を算定しております。

心してご利用頂けるよう、食品メーカーである当社にとって
品質の確保は常に最も重要な課題です。品質保証委員会は商
品の品質保証強化を目的に、毎月、関係部署の代表者が集ま
り開催しています。お客様の声への対応、品質事故の発生防
止、法改正への対応、表示の適正化など、当委員会設置によ
り社内外の対応の精度向上とスピードアップが図られていま
す。

■ 研究倫理審査委員会
　当社では、野菜を提供することを通じて健康寿命の延伸に
寄与するため、野菜の価値のメカニズム解明とエビデンスの
取得に向けた研究活動を行っています。当委員会は、この研
究開発段階で行われるヒトを被験者とした効用・安全性の確
認試験が、被験者個人の尊厳や人権を損なわないものである
かどうかを事前に審査するために設置しています。委員会は、
研究開発部門以外の社員と社外の医学専門家、弁護士で構成
され、中立的な立場から研究の目的、方法などの倫理的妥当
性及び科学的正当性を審査できる体制としています。

■ 投資委員会
　当社は「トマトの会社から野菜の会社に」なるために、様々
な事業展開に取り組んでいます。当委員会は社内専門部署の
選抜メンバーで構成される独立した委員会であり、各部署か
ら起案された投資について採算性やリスク評価に加え、投資
効果のモニタリングを行うために設置しています。当委員会
の確認を受けた議案が取締役会や経営会議に上程され、正式
な審議を受けています。

コンプライアンス 内部統制強化の取り組み
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情報開示
　当社は、株主や投資家の皆様にフェア（公平）、シンプル

（平易）、タイムリー（適時）な情報発信を行うとともに、株主
総会、決算説明会、社長と語る会、工場見学などのIRイベン
トを通じて、株主・投資家の皆様との、双方向のコミュニ
ケーションの機会を大切にしています。

株主総会
　当社は、より多くの株主の皆様に株主総会に出席して頂け
るよう、「招集ご通知」及び「招集ご通知添付書類」の内容の充
実や、早期のWEB開示・発送をしています。これらには取締
役のメッセージや社外取締役からの提言も掲載しています。
株主総会当日は議長説明や映像でのビジュアル化を進め、わ
かりやすい報告に努めています。株主総会にご参加頂けない
株主の皆様にもインターネットを通じて質問をお受けし、ご
回答しています。また、第77期においてはライブ配信を行い、
当日ご出席できない株主さまにもライブでご視聴頂きまし
た。
　総会開催後は、質疑応答の内容、当日来場された株主様に
お答え頂いたアンケートの結果なども含め、総会の内容を速
やかに当社ホームページにて開示しています。

　カゴメグループは、中期経営計画の達成に向け、事業領
域を広げるとともに、国内外に展開エリアを拡大している
ため、内部統制においては、国際的な「3つのディフェン
スラインモデル」「COSOフレーム」を活用し、取り組みを
体系的に進めています。
　「3つのディフェンスライン」に関しては、日々の業務活
動を行う事業所（支店、工場など）や子会社での管理を第1

のディフェンスライン（第1線）と位置付けており、各事業
所の部門長が業務遂行上の様々なリスクに対応するコント
ロール（業務分掌、ルール、文書など）を導入し、実行しま
す。それらを主管する、財務管理、品質、環境などの本社
部門が第2線の立場で専門知識を活かし、第1線に対して監
督や定期的なモニタリングを行います。加えて、経営者の
直轄組織である内部監査室が第3線として独立性と客観性

経営監視
　当社は、多くの株主様の目で企業活動や経営成績について
ご評価頂くことが、経営監視機能の強化につながると考え、
2001年から「ファン株主10万人づくり」に取り組んできまし
た。その結果、05年9月末に株主数が10万人を超え、現在は
約18万人になっています。 今後も、株主の皆様から頂いた
貴重なご意見・ご要望を企業活動に適切に反映させていきま
す。

R&I（格付投資情報センター）

JCR（日本格付研究所）

長期格付け

長期格付け 短期格付け

A

A J-1

取締役会・監査等委員会

経営者

第1のディフェンスライン（第1線） 第2のディフェンスライン（第2線）

監督・監査

指揮・監督指揮・監督 報告

指
揮（
監
督
）

現業部門の管理者
（支店、工場、研究開発、事業部など）

リスクとコントロールを所有し、
管理する

財務管理、情報セキュリティ、品質、
環境、コンプライアンス等に関する
本社の管理部署、5つの専門委員会

専門知識を活かして第1線へマネジメ
ントとモニタリングを提供し、第1線
を支援する

3つのディフェンスラインとCOSOフレームワークの活用

■ カゴメ版「3つのディフェンスラインモデル」

株主・投資家への責任

第3のディフェンスライン（第3線）
内部監査室、総合リスク対策会議

第1線と第2線の業務を評価し、独立
的な立場でアシュアランスとコンサル
ティングを提供する

※1  BCP：Business Continuity Plan（事業継続計画）
※2  BCM：Business Continuity Management（事業継続マネジメント）

2020・21年度の配当
　当社は、株主の皆様への利益還元を、経営上の最重要
課題の一つと認識しております。
　当社の株主還元方針は、2019年から21年の3ヵ年で進
めている中期経営計画期間中において、「連結業績を基準
に、総還元性向40％」を目指すこととし、合わせて「年間
配当金額35円以上を安定的に現金配当する」こととして
おります。
　20年の配当につきましては、1株当たり36円といたしま
した。また、21年の配当につきましては、1株当たり37円
とさせて頂く予定であります。

株主優待
　株主優待制度としてカゴメ商品を全国一斉にお届けし
ています。株主優待制度は株主還元とは異なり株主の皆
様に商品を通して当社をよりよく知って頂くことを目的
にしています。そのため毎回同梱するアンケートにより
株主様のご意見・ご要望を伺い、企業活動に活かしてい
ます。19年より、長期的に株式を保有して頂くことを目
的として、10年以上保有して頂いた株主の皆様に記念品
を贈呈する新しい制度を開始しました。

格付
　当社は企業信用力の評価としてR&I（格付投資情報セン
ター）とJCR（日本格付研究所）の2社から、下記の信用格
付を取得しています。

を保持し、第1線、第2線に対する定期的な内部監査を行っ
てアシュアランス（保証）を経営者に提供するとともに、専
門知識を活かしたコンサルティングを第1線、第2線の要請
に応じて行っています。
　第3線による内部監査の取り組みについては、「COSOフ
レーム」の4つの目的に沿って行っています。①財務報告
の信頼性、②資産の保全については社外の監査法人と連携
したJ-SOX監査を行い、③コンプライアンス、④業務の有
効性・効率性については、社内で監査基準を設けた上で業
務監査を行っています。また①～④の全体を高めるために、
従業員全体の倫理的な行動を促進することが重要であり、
年間を通じた様々な社内啓発活動（SNS、アンケートな
ど）も実施しています。

　当社も東日本大震災において大きな被害を受け、多くの
企業同様に大規模災害時などを想定した連絡体制の強化に
努めています。同時に、震災当時に避難所への商品提供な
ど被災地支援活動を通し、多くの方から野菜摂取に関する
声をお聞きかせ頂き、食を通じてライフラインの一端を
担っていることの社会的存在意義を改めて気づかせて頂き
ました。そこで、東日本大震災時の経験と反省を踏まえ、
大規模災害発生時から社長を本部長とした「災害対策本部」
設置までのBCP※1の初動について、経営主導で関連部門
が遅滞なく動けるよう意思統一を行い、経営資源（人、商
品、設備、情報）別に役割と初動を明記した「重大災害発
生時のBCP初動基準」を定めています。本基準に沿って、

BCPを意識したサプライチェーンの取り組み

災害発生時には、SCM本部が中心となり早期の商品供給
再開に向けた物流ネットワークを構築します。なお、法令
の違いなどの難しさもありますが、海外拠点と連携したグ
ローバルスケールでのBCM※2の構築も今後の課題として
捉えています。
　また、今般の新型コロナウイルスによる社会環境変化に
いち早く対応すべく、「新型コロナウイルス感染症対策基
本方針」を定め、「従業員の安全」と「お客様への商品供給」
の両方の責任を果たせるよう取り組んでいます。
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事業基盤の強化と 
成長戦略

価値創造基盤の強化と
注力施策

カゴメの価値創造と
成長戦略

トップコミットメントAt a Glance 財務パフォーマンス／
企業情報カゴメの 

マネジメントカゴメのマネジメント




